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校長・副校長 主幹教諭 指導教諭 教諭 養護教諭 栄養職員 事務職員
小学校 72 3 。 358 34 4 28 
中学校 38 つ 222 19 6 16 

































































































政権交代の中で、 A市は幼稚園の早期入園特区ってやりました。 x県内で一番早く。 3歳
より前に入学させようって。そしてこれは私の不勉強なんですけど、幼稚菌は3歳になれ
ば入れるんですよ。4月であれ、 6月であれ。途中で入れるって知らなかった。






参観Jなどが活動の中心である。 A市では、 2-3年の期間、小学校・中学校・幼稚園に対し、 A市独








































































関する研究』風間書房、 2006年、河野和清 『市町村教育長のリー夕、ー シップに関する研究J多
賀出版、 2007年、日渡円・藤本孝治・福島正行「社会の変化に対応する教育行政職幹部職員の
リー夕、、一、ンップの在り方J~日本教育経営学会紀要』第 55 号、 2013 年、 47-63 頁、 などがある。
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を仁1=心にJW日本教育行政学会年報』第 38巻、 2012年、 82-98頁)。
2 教育予算の執行権|壌を持つのは首長ーである(地教行法第 24条第5号)。その他、教育委員の
人数(地教行方第3条)、事務局職員の定数(地教行法第 21条)、研修等機関の設置(地教
行法第 30条)、県費負担職員の定数 (j語教行法第 41条) ・勤務条件(地教行法第 41条・都







方分権と教育行政 少人数学級編制の政策過干壬-~， ~jJ草書房、 2013 年)。これらアクターが、
地方独自で行われる教育改革を促してきた事例が多かったものと想定される。また、そもそも
従来から地方教育行政における首長の影響力は小さくなかったという研究知見もある(村上祐




対象とした全国調査を基にして-JW東京学芸大学紀要J総合教育科学系 I第 62集、 2011年、
107-119頁)など、教育長と首長との関係を明らかにしようとする研究は多い。
























って、半分非常勤、半分常勤みたし、な話じゃなし 1と)0 JJ\) II :iE入も、~賄委員会ミの改革の指示L
性として、教育委員会制度の「建前」を重視する場合、現在のような教育委員会議の頻度では












① 「住民統制J (民意吸収 ・反映)の程度により 2類型化した教育委員会の運営パタンをみる
と、実態としては「教委影響発揮型j より「教育長支配型jが優勢であり、合議市iJ教育委員会
が「住民統制jを実現できているとは言えないこと、②教育委員の意欲と資質能力が「教委影
響発揮型j に結びついていること、 ③特に市町村教育委員会で「教委影響発揮型Jの方が事務
局の職務遂行度が高いこと、④事務局の職務遂行は学校における効果に必ずしも影響を与え
ているとはいえないこと、⑤それゆえ、教育委員会運営の類型いかんは学校の改善に影響を
与えているとはしW嘆わ 1こと、などを見出ている。加治佐哲也『教育委員会の政策過程に関す
る実証的研究』多賀出版、 1998年。
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